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事務執行概要
総務・人事グループ
１　人事管理
　　服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として誠実かつ公正に職務の遂行に専念するとともに、職場の明朗化と秩序維持を図り、府民の信頼にこたえる教育行政機関の職員としての自覚の高揚と、事務能率の増進に努めた。

２　職員の衛生管理
　　常に職場環境の整備改善を図るとともに、職員の健康状態に注意し、健康保持と疾病の予防に努めた。

３　委員会の運営

　　本府教育行政の円滑な推進を図るため、関係機関等と必要な折衝を行った。

	
	２年度
	元年度
	３０年度

	予　算
	　7,255千円
	　10,409千円
	　10,503千円

	決　算
	4,252千円
	6,737千円
	6,766千円


　　　　教育委員会費

４　共通的経費の執行

　　共通的事務用品、庁用器具の購入、調度品の維持管理及びその他需用費の効率的な執行に努めた。

	
	２年度
	元年度
	３０年度

	予　算
	5,669千円
	5,712千円
	5,585千円

	決　算
	5,192千円
	4,956千円
	5,016千円


　　　　　事務局費
　　　　 
　
５　教育庁職員の給与事務

　　教育長、教育庁職員の給料及び手当、並びに共済費などの人件費の適正な執行に努めた。

	
	２年度
	元年度
	３０年度

	予　算
	6,996,355千円
	7,096,281千円
	6,970,372千円

	決　算
	6,929,754千円
	6,902,247千円
	6,856,139千円


　　　　　事務局費
　　　　
　　　　　　　（根拠法令）

　　　　　　　　地方自治法、地方公務員法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

６　財産の取得
　　　備品の購入実績あり
７　教育庁職員の任免、分限、懲戒その他身分取扱いに関する事務

採用・退職・異動について

	所属名
	転入
	転出

	
	新規
採用
	再任用
	異動
	計
	退職
	再任用
	異動
	計

	
	
	
	
	
	任期
満了
	定年
	特別
	普通
	
	
	

	教育総務企画課
	1
	
	19
	20
	
	1
	
	
	
	29
	30

	人権教育企画課
	
	
	3
	3
	
	
	
	1
	
	4
	5

	教育振興室
	2
	
	53
	55
	
	1
	
	1
	
	64
	66

	市町村教育室
	1
	
	24
	25
	
	1
	
	
	
	42
	43

	教職員室
	5
	1
	36
	42
	
	
	
	3
	
	31
	34

	学校総務ｻｰﾋﾞｽ課
	4
	　3
	15
	22
	
	2
	
	1
	
	12 
	15

	施設財務課
	1
	1
	18
	20
	2
	
	1
	1
	
	12
	16

	文化財保護課
	
	1
	3
	4
	2
	1
	
	
	
	14
	17

	私学課
	3
	
	7
	10
	
	1
	
	
	
	22
	23

	教育センター
	
	1
	33
	34
	1
	2
	
	1
	
	38
	42

	中之島図書館
	1
	
	4
	5
	
	
	1
	
	
	6
	7

	中央図書館
	
	1
	2
	3
	1
	3
	
	
	
	15
	19

	合　　計
	18
	8
	217
	243
	6
	12
	2
	8
	
	241
	269


（注）再任用の転入には採用・異動を、転出には満了・異動をそれぞれ含む。

 ８　教育庁職員研修等

教育庁職員の資質向上および事務効率を高めるため、職員に対する研修を実施するとともに、その他の研修会、教養講座に参加させた。

（研修の実施状況）

	実施日
	研　修　名
	内　　　容
	受講者数

	R2.6.16
	転入職員研修
	・教育行政における主要課題

・人権教育推進上の課題

・府立学校への通知方法

・ハラスメント「０（ゼロ）」に向けて
	123

	R2.7.2、8.5、9.2、9.8、10.14、12.25、R3.3.26
	新任指導主事研修
	・指導主事の職務
・現場の思い・校長の思い

・人権事象に係る初動対応など
	延べ
    151

	R3.1.14
	首席指導主事等研修
	・課題解決へのアプローチ
・人権教育をめぐる状況について
	17

	R3.3.25
	主任指導主事等研修
	・主任指導主事に贈る
	17

	R3.3.8～19
	教育庁ハラスメント研修
	・ハラスメント講座（eラーニング）
	800

	R3.2.12～26
	教育庁職員人権研修
	・ネット人権侵害と部落差別
	281


教育政策グループ

１　教育行政の総合企画及び調整に関する事務　
(1) 令和２年度大阪府教育庁の運営方針の策定を行った。
(2) 大阪府教育振興基本計画の進捗を管理するための点検及び評価並びに教育委員会の権限に属する事務及び執行の状況にかかる点検及び評価に関する事務を行った。
○大阪府教育行政基本条例第６条第１項並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律第26条第１項及び第２項の規定により、点検及び評価を行うにあたり、教育に関し専門的知識及び経験を有する者並びに保護者の知見の活用を図ることを目的に、大阪府教育行政評価審議会を開催した。
・開催状況
第１回　令和２年7月 16日
第２回　令和２年８月 ３日
第３回　令和２年８月 13日

・委員（所属、職名は当時）
	明石　一朗（あかし　いちろう）
	関西外国語大学　短期大学部教授

	奥村　好美（おくむら　よしみ）
	兵庫教育大学大学院　学校教育研究科准教授

	小田　浩伸（おだ　ひろのぶ）
	大阪大谷大学　教育学部長

	興梠　義幸（こうろき　よしゆき）
	大阪府PTA協議会理事

	田中　聡（たなか　さとし）
	神戸親和女子大学　発達教育学部准教授


○点検及び評価の結果に関する報告書を作成し、同報告書を令和２年９月府議会に提出する

とともに、ＨＰ等により公表した。

(3)大阪府学校教育審議会に関する事務を行った。

　○大阪府附属機関条例により、「学校教育についての重要事項の調査審議」を行うことを目的に設置された大阪府学校教育審議会の運営に係る事務を行った。
・開催状況
	令和３年１月25日
	第31回大阪府学校教育審議会

	令和３年２月９日
	第32回大阪府学校教育審議会

	令和３年３月22日
	第33回大阪府学校教育審議会


・委員（所属、職名は当時）
	浅野　良一（あさの　りょういち） 　
	兵庫教育大学大学院　教授

	小田　浩伸（おだ　ひろのぶ）
	大阪大谷大学　教育学部長

	田村　知子（たむら　ともこ）
	大阪教育大学　教授

	池田　佳子（いけだ　けいこ）
	関西大学　教授

	金澤　ますみ（かなざわ　ますみ）
	桃山学院大学　准教授

	沼守　誠也（ぬまもり　せいや）
	大阪成蹊大学・大阪成蹊短期大学　
総務本部長・教職教育推進本部長

	小酒井　正和（こざかい　まさかず）
	玉川大学　教授

	黒田　隆之（くろだ　たかゆき）    
	桃山学院大学　准教授

	小原　美紀（こはら　みき）
	大阪大学大学院　教授

	山﨑　智恵子（やまざき　ちえこ）
	株式会社パソナマイコーチ淀屋橋・難波チーム 
チーム長


(4)大阪府総合教育会議に関する事務を行った。

　○地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１条の４第１項の規定により、知事と教育委員会が十分な意思疎通を図り、大阪の教育の課題やあるべき姿を共有し、より一層民意を反映した教育行政を推進することを目的に設置された大阪府教育総合会議の運営に係る事務を行った。

　 ・開催状況   新型コロナウイルス感染症の影響により、会議の開催なし。

 (5)公私連携プロジェクトチーム会議に関する事務を行った。

　○公私連携プロジェクトチーム会議を開催し、公私連携事業の充実を図るため、新たな事業の

検討等を行うこととしている。
・開催状況　 新型コロナウイルス感染症の影響により、会議の開催なし。
(6)他の都道府県教育委員会との連絡調整に関する事務を行った。
○全国都道府県教育委員会連合会に関する事務を行った。

 　　
・開催状況
（以下の会議は書面開催、新型コロナウイルス感染症の影響により一部会議が未開催。）
	令和２年 ４月20日
	全国都道府県教育長協議会第２部会 令和２年度第1回構成県事務担当者会議

	令和２年 ５月20日
	全国都道府県教育長協議会第２部会　令和２年度第１回研究会議
全国都道府県教育長協議会教育研究部会　令和２年度第１回研究会議全体会議

	令和２年 ７月16日
	全国都道府県教育委員会連合会　第１回総会
全国都道府県教育長協議会　第１回総会
全国都道府県教育委員協議会　研修事業

	令和３年　２月１日

	全国都道府県教育委員会連合会　第２回総会
全国都道府県教育委員協議会　第２回総会


○近畿２府４県教育委員協議会及び近畿２府４県教育長協議会に関する事務を行った。

 ・開催状況
	令和２年10月29日
	近畿２府４県教育委員協議会
	（大阪府）
	書面開催

	令和２年 11月 13日
	近畿２府４県教育長協議会
	（大阪府）
	オンライン開催


２　教育委員の活動サポート
○学校視察5校、中学校生徒会ｻﾐｯﾄ、ジュニアEXPO等への参加及び施設視察等14回の実施

○施策の進捗状況等の情報提供

○教育委員会会議後等に委員の意見交換の場を設定

・意見交換の実施回数11回
広報･議事グループ
１　広報に関する事務　　

本府教育行政に関する情報を能動的に府民等に伝達するため、広報活動を推進するとともに、報道機関（大阪教育記者会、令和３年３月末現在14社）との連絡を密にし、資料提供や記者会見など報道発表の調整を行った。

　・広報紙等の発行状況

　　　きょういくニュース（月１回）教育庁ホームページに掲載

　　　きょういくハンドブック（年１回） 92千円（31年度125千円、30年度88千円）

２　広聴に関する事務　

広聴について連絡調整を行った。（教職員団体及び人権団体に関するものを除く。）

３　教育に係る調査統計事務　

・地方教育費調査

　　  地方における教育費及び教育行政組織の実態を明らかにし、教育施策上の基礎資料を得ることを目的に調査を行った。

４　後援等に関する事務　

教育、文化・芸術又はスポーツ等の振興又は普及のために行う行事に対し後援等を行った。

　・後援等を行った件数　　391 件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内訳

· 文化･芸術　　　127 件

· スポーツ　　　  74件

· 研修･学校教育　 83 件

· その他　　　　 107 件

· 根拠法令

　 大阪府教育委員会の後援に関する規程

５　表彰及び叙勲進達事務

本府教育文化の発展向上に貢献のあった一般市民、教育職員、児童･生徒、教育関係団体等の表彰、及び教育功労者に対する叙勲進達事務等を行った。

　　報償費及び消耗需用費　　594千円（31年度671千円、30年度511千円、29年度750千円）
(1) 文化の日の表彰　　34人・1団体

　　　　　教育の振興に関し顕著な功績のあった一般市民、教育関係団体に対して表彰

· 根拠法令

　 大阪府教育委員会表彰規則

(2) 功績表彰（児童・生徒等）172人

　　  府立学校の児童、生徒にあって他の模範とするに足る業績又は行為のあった者を卒業式において表彰

　　　　　高等学校（全日制）　129人

高等学校（定時制） 　14人

高等学校（通信制）    1人

特別支援教育諸学校　 16人
府立中学校　　　　　 12人

(3) 優秀教職員等表彰　        27人・5団体

　　　府内公立学校において模範となる優れた取組や実践活動などを行った教職員等を表彰

(4) 憲法記念日知事表彰　      65 人・2団体

(5) 教育功労者の春秋叙勲

　　　   　　　　　　春の叙勲　19 人

　　　　　   　　　　秋の叙勲　18 人

(6) 教育功労者の高齢者叙勲    93 人

６　教育委員会議を11 回開催した。

　　　議　題　35  件

　　　その他　24  件

· 根拠法令

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  地方教育行政の組織及び運営に関する法律

大阪府教育委員会会議規則ほか　

７　教育に関する公益信託の引受け等に係る事務

　　教育に関する公益信託の引受け等に関する許認可及び指導監督を行った。

８　争訟事務

(1) 平成２年度中の発生件数　　　　　　　  ２ 件

(2) 平成２年度中の終結件数　　　　　　　  ４ 件

(3) 令和３年３月31日現在の係属件数　　　 ５ 件

○　根拠法令

　　　　　　　　　　　　　　　　　民法、国家賠償法、民事調停法、行政不服審査法、行政事件訴訟法
９　規則の制定・改廃

　　　　規則の制定・改廃　　　　　　　　　　 32 件

○　根拠法令

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方教育行政の組織及び運営に関する法律

１０　「こころの再生」府民運動の推進　

(1）「こころの再生」府民運動・企画運営委員会の運営に関する事務を行った。

　　　　・企画運営委員会会議の開催：１回（５月）

(2) 「こころの再生」大阪府推進連絡会議の運営に関する事務を行った。

　　　　・大阪府推進連絡会議の開催：１回（５月）

(3)市町村及び学校などに対し、あいさつ運動の推進を図った。

・「愛さつＯＳＡＫＡ」ロゴマークを使用したのぼりの配付

（配付希望のあった府内小中高等学校等930校）
・ビブスの配付

（配付希望のあった府内小中高等学校等787校）
 (4)「こころの再生」府民運動＠スクール事業を実施した。

　　　・表彰　表彰校　12校　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　①寝屋川市第十中学校区、②太子町立山田小学校、③泉佐野市立上之郷小学校


　　④泉佐野市立長南中学校、⑤田尻町立中学校
（以上、公立小中学校５校）

　　　　　①三島高等学校、②野崎高等学校、③勝山高等学校及び大阪わかば高等学校、
　　　　　④金岡高等学校、⑤門真なみはや高等学校、⑥岬高等学校

（以上、府立高校６校）
　　　　　①大阪体育大学浪商中学校及び大阪体育大学浪商高等学校

（以上、私立学校１校）
 (5) 「こころの再生」府民運動の趣旨を盛り込んだ道徳教育資料の公立小中学校での活用促進
に努めた

(6)ホームページの運営、「こころの再生」Facebook
ページへの投稿を行った。
(7)企業等と連携した共催事業を実施
・FM 大阪番組「マインド」（毎第一第二土曜日放送）
(8)企業と協力して広報用の新聞を発行し、府内公立小学校生に配付した。

　　　・サンケイリビング小学生新聞（年３回発行、小４～６対象）　
　　　・サンケイリビング中学生新聞（年２回発行）
(9)企業等からの協賛金により 「こころの再生」府民運動PRグッズを作成し、府内市町村での地域イベント等において、配付した。
・リフレクターバンド　
5,000部

・ふせん　
9,000部

予算グループ
１　予　　　算
　・教育庁所掌に係る予算について、予算要求書を調製作成し、財政当局と予算編成のため

　　の折衝を行い、各課、予算執行機関に対する予算の割当、配当及び枠通知を行った。
　・地方自治法第199条に基づき、監査委員より実施される監査に際し、職員を立会いさせる
　　とともに不備事項等の措置に対する指導及び関係課との連絡調整を行った。
　・大阪府財務規則第166条に基づき実施される会計検査については、不備事項等の措置に対する指導及び関係課との連絡調整を行った。

　・予算・決算及び会計令第140条に基づき、国より委任を受けた国費の支出負担行為に関する事務を行った。
２　大阪教育ゆめ基金
　府内の子どもたちの確かな「学び」と「はぐくみ」を支えるため、「大阪教育ゆめ基金」　

に積み立てを行うとともに、広く寄附を呼びかけた。

スマートスクール推進グループ
１　府立学校におけるICT環境の整備に関する事務　
(1）府立学校統合ICTネットワークの運用に関する事務
府立学校統合ICTネットワークについて、回線サービス・運用サポート業務及びデータセンター運営委託・端末等機器及びサーバ等機器賃借等により運用を行った。
	
	２年度
	元年度
	30年度

	予　算　額
	790,323千円
	803,070千円
	727,724千円

	決　算　額
	776,438千円
	802,913千円
	726,857千円


(2) 校務処理システムの運用に関する事務
校務処理システムについて、バックオフィス、システム障害対応により運用を行った。
また、令和４年度の学習指導要領の改訂に合わせた改修を行った。

	
	２年度
	元年度
	30年度

	予　算　額
	34,818千円
	7,491千円
	 7,594千円

	決　算　額
	34,730千円
	7,490千円
	  7,549千円


２　大阪市立学校一元化に伴う行政系ネットワーク運用に関する事務
平成28年4月に移管された大阪市立特別支援学校12校において、端末等機器賃借等により、行政系ネットワークの運用を行った。
	
	２年度
	元年度
	30年度

	予　算　額
	25,357千円
	25,607千円
	161,027千円

	決　算　額
	25,344千円
	25,606千円
	 159,736千円


３　ライセンス使用料

　　教育機関向けマイクロソフト社包括ライセンス契約で調達したユーザーライセンスの管理を行った。
	
	２年度
	元年度
	30年度

	予　算　額
	116,727千円
	91,580千円
	42,273千円

	決　算　額
	116,727千円
	91,579千円
	42,273千円


４　スクールサポーターの配置、遠隔学習機能の強化

　　学校が使用するカメラやマイクなどの通信装置等の整備を行い、また、ICT技術者を要望のあった学校に配置した。
	
	２年度

	予　算　額
	12,335千円

	決　算　額
	8,574千円



